
独立行政法人航空大学校（法人番号4350005001054）の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

理事

監事

監事（非常勤）

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

  ② 令和４年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び令和４年度における改定内容

当法人は、航空機の操縦に関する学科及び技能を教授し、航空機の操縦に従事する者を養成する業務を担って
いる。その業務内容に鑑み、役員報酬水準については、独立行政法人通則法第50条の2第3項の規定に基づき、
国の職員に適用される一般職の職員の給与に関する法律の指定職俸給を参考に、役員の職責と当法人の業務
の実績を勘案して設定している。

国－指定職5号俸:965,000円（局長級） 指定職4号俸:895,000円（局長級） 指定職2号俸:761,000円（次長、部長
級） 指定職1号俸:706,000円（部長、審議官級）

勤勉手当において、勤勉手当基準額に当該役員の勤務実績及び業務評価の結果を勘案して決定した
割合を乗じて支給している。

役員報酬基準は、月額、期末手当及び勤勉手当から構成されている。月額については、独立行
政法人航空大学校役員報酬規程に則り、俸給（理事長895,000円）に特別地域手当、通勤手当、
単身赴任手当を加算して算出している。

なお、俸給や各手当については国家公務員の給与に準じた取扱いとなっており、人事院勧告に
準拠して改定を行っている。

期末手当についても、同規程に則り、期末手当基準額（俸給＋特別地域手当＋役職加算額）」に
100分の62.5を乗じ、さらに基準日以前6ヶ月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合
を乗じて得た額としている。また、令和3年度人事院勧告を踏まえ、令和3年度期末手当の引き下げ
に相当する額の減額調整も行っている。

勤勉手当については、勤勉手当基準額（俸給＋特別地域手当＋役職加算額）に勤勉手当の成
績率の基準に従って定める割合を乗じて得た額としている。

役員報酬基準は、月額、期末手当及び勤勉手当から構成されている。月額については、独立行政
法人航空大学校役員報酬規程に則り、俸給（理事761,000円）に特別地域手当、通勤手当、単身赴任
手当を加算して算出している。

なお、俸給や各手当については国家公務員の給与に準じた取扱いとなっており、人事院勧告に準
拠して改定を行っている。

期末手当についても、同規程に則り、期末手当基準額（俸給＋特別地域手当＋役職加算額）」に
100分の62.5を乗じ、さらに基準日以前6ヶ月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を
乗じて得た額としている。また、令和3年度人事院勧告を踏まえ、令和3年度期末手当の引き下げに相
当する額の減額調整も行っている。

勤勉手当については、勤勉手当基準額（俸給＋特別地域手当＋役職加算額）に勤勉手当の成績
率の基準に従って定める割合を乗じて得た額としている。

役員報酬基準は、月額で構成されている。月額については、独立行政法人航空大学校役員報酬規
程に則り、243,000円としている。

役員報酬基準は、月額、期末手当及び勤勉手当から構成されている。月額については、独立行政法
人航空大学校役員報酬規程に則り、俸給（監事585,000円）に特別地域手当、通勤手当、単身赴任手
当を加算して算出している。

なお、俸給や各手当については国家公務員の給与に準じた取扱いとなっており、人事院勧告に準拠
して改定を行っている。

期末手当についても、同規程に則り、期末手当基準額（俸給＋特別地域手当＋役職加算額）」に100
分の62.5を乗じ、さらに基準日以前6ヶ月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて
得た額としている。また、令和3年度人事院勧告を踏まえ、令和3年度期末手当の引き下げに相当する額
の減額調整も行っている。

勤勉手当については、勤勉手当基準額（俸給＋特別地域手当＋役職加算額）に勤勉手当の成績率
の基準に従って定める割合を乗じて得た額としている。



２　役員の報酬等の支給状況
令和４年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

14,835 10,740 4,010 85
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

14,454 9,699 3,721 1,034
（通勤手当、
単身赴任手

当）
R5.3.31 ＊

千円 千円 千円 千円

10,709 7,020 2,655 1,034
（通勤手当、
単身赴任手

当）
千円 千円 千円 千円

2,916 2,916 0 0
（　　　　）

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】

　法人の長

　理事

　監事

　監事（非常勤）

【主務大臣の検証結果】

前職

監事
（非常勤）

就任・退任の状況
役名

その他（内容）

法人の長

理事

監事

当法人は、航空機の操縦に関する学科及び技能を教授し、航空機の操縦に従事する者を養成す
る業務を担っている。

その報酬水準については、Ⅰ－1－①で記載したとおり、国家公務員の指定職俸給表に準拠して
定められており妥当である。

当法人は、航空機の操縦に関する学科及び技能を教授し、航空機の操縦に従事する者を養成す
る業務を担っている。

その報酬水準については、Ⅰ－1－①で記載したとおり、国家公務員の指定職俸給表に準拠して
定められており妥当である。

当法人は、航空機の操縦に関する学科及び技能を教授し、航空機の操縦に従事する者を養成す
る業務を担っている。

その報酬水準については、Ⅰ－1－①で記載したとおり、国家公務員の指定職俸給表に準拠して
定められており妥当である。

当法人は、航空機の操縦に関する学科及び技能を教授し、航空機の操縦に従事する者を養成
する業務を担っている。

その報酬水準については、Ⅰ－1－①で記載したとおり、国家公務員の指定職俸給表に準拠し
て定められており妥当である。

当法人は、航空機の操縦に関する学科及び技能を教授し、航空機の操縦に従事する者を養成する業務を担っ

ている。

その業務内容に鑑みれば、Ⅰ-1-①で示された役員報酬基準の設定の考え方は、その職責に応じた国家公務員

の給与水準を踏まえて定められており、適当である。

またⅠ-2の報酬実績は報酬水準の設定の考え方に即しており、法人の実績評価に鑑みても、法人の検証結果

は適当である。



４　役員の退職手当の支給状況（令和４年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

3,672 5 0 R3.7.31 1.0

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

５　退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

業績給については、すでに導入済みであり、今後も継続する方針。

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
　　 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

「独立行政法人の役員の退職金にかかる業績勘案率の算定ルールについて」（平成27年5月25日総務大臣決定）等に基づき算出されてお

り、適当である。なお、業績勘案率は法人の業績と個人的な業績を踏まえて、「1.0」と決定した。

法人での在職期間

監事

判断理由

監事



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び令和４年度における主な改定内容

２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

58 47.1 8,441 6,292 91 2,149

人 歳 千円 千円 千円 千円

10 42.3 6,456 4,801 89 1,655

人 歳 千円 千円 千円 千円

39 48.0 9,203 6,858 93 2,345

人 歳 千円 千円 千円 千円

9 48.4 7,345 5,498 83 1,847

人 歳 千円 千円 千円 千円

37 57.6 4,656 4,104 102 552

人 歳 千円 千円 千円 千円

8 36.4 3,398 2,540 88 858

人 歳 千円 千円 千円 千円

16 66.4 5,730 5,730 85 0

人 歳 千円 千円 千円 千円

13 60.0 4,108 3,065 133 1,043

注１:在外職員、任期付職員、再任用職員については、該当者がいないため表を省略する。

注２:その他教育職種とは、教官のことであり、整備・運用職種とは訓練用航空機の整備・運航を管理する

職員のことである。

注３:研究職種及び医療職種については、該当者がいないため表を省略する。

非常勤職員

その他教育職種

整備・運用

事務・技術

整備・運用

その他教育職種

うち所定内人員

事務・技術

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

区分

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

常勤職員

うち賞与平均年齢
令和４年度の年間給与額（平均）

総額

当法人は、航空機の操縦に関する学科及び技能を教授し、航空機の操縦に従事する者を養成する業務を担って
いるが、平成13年度の独立行政法人化以前は国の機関であり、職員は国家公務員からの人事交流者が大多数を
占めていることから、給与水準については国家公務員の給与に準じて定めている。

当法人においては、平成２４年１０月より国家公務員の人事評価制度に準拠した評価制度を導入し、平成２５年度以
降の勤勉手当及び昇給に反映している。

独立行政法人航空大学校給与支給規程に則り、俸給及び諸手当（管理職手当、扶養手当、地域手当、広域異動

手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、管理職特別勤務手当、期末手当、勤

勉手当及び寒冷地手当）としている。 期末手当については、期末手当基準額（俸給＋扶養手当＋地域手当＋広域

異動手当＋役職加算額＋管理職加算額）に特定管理職員にあっては１００分の １００．０、それ以外の職員にあって

は１００分の１２０．０を乗じ、さらには基準日以前６ヶ月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて

得た額としている。 勤勉手当については、勤勉手当基準額（俸給＋地域手当＋広域異動手当＋役職加算額＋管理

職加算額）に勤勉手当の成績率の基準に従って定める割合を乗じて得た額としている。

なお、期末手当については、令和3年度人事院勧告を踏まえ、令和3年度の引き下げに相当する額を減額調整してい

る。

また、令和4年度人事院勧告に基づき、俸給表の改定、勤勉手当の引き上げを行っている。



注3：該当者が「4名」以下の年齢分布については第3四分位及び第1四分位を表示していない。

③ 職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員）

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

－ － －

1 － －

3 45.2 7,478

2 － －

3 27.2 4,148

注1:本部課長及び本部係長については、該当者が2名以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれが

　あることから、人員以外の項目については記載していない。

④

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

％ ％ ％

         最高～最低 　　～　　 　　～　　

％ ％ ％

56.7 50.9 53.8

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

43.3 49.1 46.2

％ ％ ％

         最高～最低 45.4～41.1 48.9～46.3 48.9～45.4

注：管理職員については、該当者が2名以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから、各事項を記載していない。

－

一律支給分（期末相当）

最高～最低

区分

管理
職員

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員）〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以
下、④まで同じ。〕

平均年齢人員

一律支給分（期末相当）

－

本部部長・同相当職

本部課長・同相当職

本部課長補佐・同担当職

本部係長・同相当職

本部係員

－

－

－

一般
職員

②

注1：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

注2：年齢48～51歳以外については、該当者が2名以下のため、当該個人に関する情報が特定される
　おそれがあることから、平均給与額を表示していない。

注2:本部課長補佐及び本部係員については、該当者が3名以下のため、当該個人情報に関する情報が特定されるお
それがあることから、年間給与額は平均のみを記載している。

賞与（令和４年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

分布状況を示すグループ

千円

年間給与額



３　給与水準の妥当性の検証等

事務・技術職員

４　モデル給与
○２２歳（大卒初任給）

　　月額　１８５，２００円　　年間給与　３，０４０，９８４円

○３５歳（本部係長・同相当職）

　　月額　２８１，２００円　　年間給与　４，６７９，４４８円

○５０歳（本部課長・同相当職）

　　月額　４７５，３００円　　年間給与　７，７５０，０１４円

※　扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者 6,500円、子１人につき 10,000円）を支給

引き続き、国に準じて適正な給与水準の維持が図られるよう取り組む。

対国家公務員
指数の状況

【地域・学歴を勘案した影響】
当校は平成13年度の独立行政法人化以前は国の機関であったことから、職員
給与は国に準じて支給しているところであるが、都市部（東京都特別区等）の
官署に在籍していた国家公務員からの出向者が多数おり、これらの職員に対
する地域手当の異動保障（調査対象人員中７０．０％が受給）、広域異動手当
（調査対象人員中２０．０％が受給）及び単身赴任手当（調査対象人員中２０．
０％が受給）等の支給が対国家公務員指数（特に地域勘案、地域・学歴勘案）
を押し上げる要因となっている。
【指数の算出方法により指数が高くなっている理由】
事務・技術職員の調査対象人員は10名と少ないため、各個人の諸手当の有
無が指数に大きく影響している。
≪参考≫
○国家公務員における各手当の受給者割合
・地域手当異動保障（非支給地） ： ２５．２％
・広域異動手当 ： １３．５％
・単身赴任手当 ： ７．５％
※「令和4年度国家公務員給与等実態調査（人事院）」より算出
○国家公務員における地域手当の支給割合（令和4年度）
・１級地（20％）：東京都特別区
・２級地（16％）：大阪市等
※非支給地：航空大学校所在地（宮崎市、帯広市、岩沼市）等

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

講ずる措置

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　　９８．０

内容

　給与水準の妥当性の
　検証

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合63.7％】
（国からの財政支出額2,520,223千円、支出予算の総額3,959,264千円：令和4
年度予算額
【累計欠損額59,285,266円（令和3年度決算）】
【管理職の割合19％（常勤職員数21名中4名）】
【大卒以上の割合61.9％（常勤職員数21名中13名）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合19.0％】
（支出総額3,959,264,387円、給与･報酬等支給総額753,231,927円：令和3年
度決算）

（主務大臣の検証結果）
　当法人は、航空機の操縦に関する学科及び技能を教授し、航空機の操縦に
従事する者を養成する業務を担っている。その業務内容に鑑みれば、Ⅱ-1-
①で示された給与水準の考え方は、国家公務員給与の給与水準を踏まえて
定められており、適当である。
　また、Ⅱ-2の給与実績は給与水準の設定の考え方に即しており、法人の検
証結果は適当である。

【検証結果】
（法人の検証結果）
　当法人は、航空機の操縦に関する学科及び技能を教授し、航空機の操縦に
従事する者を養成する業務を担っている。その給与水準はⅡ-１-①で記載し
たとおり国家公務員の水準を考慮しているが、２の結果は①の考え方を踏まえ
て国家公務員の水準に即した実績となっており妥当である。引き続き国家公
務員に準じて適正な給与水準となるよう取り組む。

・年齢・地域・学歴勘案　　　　１０７．１

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　　９６．９

・年齢・地域勘案　　　　　　　　１０７．３

項目



５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

　人事評価制度を導入済み。

　今後も国家公務員の人事評価制度を考慮した上で継続する。

Ⅲ　総人件費について

令和3年度 令和4年度

千円 千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

注：令和3年度から第5中期目標期間開始のため、前年度期間は記載していない。

総人件費について参考となる事項

　　

　

　　

Ⅳ　その他

福利厚生費
153,056 159,025

注：中期目標管理法人及び国立研究開発法人については中期目標期間又は中長期目標
　　 期間の開始年度分から当年度分までを記載する。行政執行法人については当年度分
　　を記載する。

最広義人件費

非常勤役職員等給与

1,348,9831,328,394

退職手当支給額

287,626 315,332

81,618 49,270

区　　分

給与、報酬等支給総額
806,094 825,356

特になし。

給与・報酬等総支給総額の対前年度比については２．４％増となっており、主な要因としては、在籍者

変更による地域手当等支給者の増、職員数の増、共済組合適用拡大による福利厚生費増により小幅

増になっている。

また、退職手当支給額については、前年度より定年退職者が少なかったことにより減少となっている。

最広義人件費については１．５％増となっており、主な要因としては、職員数の増によるものがあげら

れる。


